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指定都市「国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」について 

１ 「国の施策及び予算に関する提案」の趣旨及び概要 

 ・指定都市は、近年の社会経済情勢の変化に伴い様々な財政需要の増加する中で、

財政運営は極めて厳しい状況に置かれている。このような状況の中でも、圏域にお

ける中核都市として、先駆的かつ先導的な役割を果たし、様々な緊急かつ重要な施

策を積極的に推進していく必要がある。 

・「国の施策及び予算に関する提案」は、国予算の概算要求の前に、来年度の国の 

施策や予算に関する指定都市に共通する重要項目について、市長会と議長会の連名 

で、国に提案するものである。 

・提案項目については、新型コロナウイルス感染症関係から１項目、税財政・大都

市制度関係から５項目、個別行政分野関係から１０項目が選定されている。 

２ 令和４年度指定都市提案（令和３年度作成分）について 

（１）取りまとめの経過 

※今年度の取りまとめ幹事市：岡山市 

令和３年４月 

～令 和 ３ 年５月 

原局局長会議及び指定都市市長会において、提案項目・内容

を調整 

令 和 ３ 年６月 指定都市市長会（窓口・財政担当局長合同会議）にて提案（案）

が決定 

令 和 ３ 年７月 市長及び議長の了承を得て、提案が確定 

資 料 １ 
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（２）提案項目 

＜新型コロナウイルス感染症関係＞（１項目） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動の両立に向けた対応

＜税財政・大都市制度関係＞（５項目） 

① 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

② 大都市税源の拡充強化 

③ 国庫補助負担金の改革 

④ 地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止 

⑤ 多様な大都市制度の早期実現 

＜個別行政分野関係＞（１０項目） 

⑥ 子ども・子育て支援の充実   

⑦ 「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実 

⑧ インフラ施設の長寿命化対策   

⑨ 子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策 

⑩ システム標準化及びガバメントクラウド構築に対する指定都市への意見聴取等

⑪ 医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立 

⑫ 脱炭素社会の実現 

⑬ 学校における働き方改革の推進 

⑭ 義務教育施設等の整備促進 

⑮ 下水道事業における国土強靭化等のための財源の確保 

３ 今年度の要請活動について 

・各指定都市が分担して、関係府省、政党及び地元選出国会議員に対する要請活動を

実施する。 

   ※本市は今年度、要請活動は担当しない。
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参考資料 

指定都市「令和３年度 国の施策及び予算に関する提案」（白本）の 

主な成果について

●：提案

○：成果

１．（新型コロナウイルス感染症に係る）感染防止策と医療体制の整備 

●医療現場における人材確保策を講ずるとともに、医療用資器材について、国

内での生産・増産体制の整備に取り組み、医療機関等への安定供給体制を構

築すること。

○「マスク等国内生産・輸入実態把握等のための調査事業」や「医療機関等へ

の医療用マスク等の優先配布事業」など、国において物資を確保し、優先配

布する体制整備が図られている。

２．地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止 

●地方交付税は地方固有の財源であることから、国の歳出削減を目的とした

総額の一方的な削減は決して行わず、大都市特有の財政需要を反映させるな

ど、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政サービスの提供に必要な額を確

保すること。

○国の加算など地方交付税の原資を最大限確保することにより、地方交付税

総額について前年度を 8,503 億円上回る 17 兆 4,385 億円が確保された。 

３．下水道事業における国土強靱化等のための財源の確保 

●浸水対策及び地震対策などの国土強靱化のための事業費について、住民の

安全で安心な暮らしを実現するため、財源を確保すること。

○令和２年１２月１１日に「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対

策」が閣議決定され、激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策な

どについて、５か年で重点的かつ集中的に実施することとなった。その結果、

令和３年度当初予算においては、令和２年度第３次補正予算で措置された

5,403 億円を含め、対前年度比 134%となる 2 兆 254 億円が計上された。（令

和２年度予算に臨時・特別の措置を含めた場合の対前年度比は 112%） 
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